
特化型

当ファンドは、一般社団法人投資信託協会「投資信託等の運用に関する規則　信用リスク集中回避のための投資制限の例外」を
適用して特化型運用を行います。そのため、一般のファンドにおいては、一の者に係るエクスポージャーの投資信託財産の純資産
総額に対する比率として10%を上限として運用を行うところを、当ファンドにおいては、35%を上限として運用を行います。

世界をリードする日本企業に厳選投資
スパークス・新・国際優良日本株ファンド
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※上記はご参考資料であり、特定の有価証券等を推奨しているものではありません。
※画像はイメージです。

ポイント1　グローバルに活躍する日本企業へ投資
投資する銘柄は・・・

世界で稼げるグローバル企業
高い技術力やブランド力があり、今後グローバルでの
活躍が期待できる日本企業を中心に投資

日本の少子高齢化、労働人口減少などの構造的な
問題に左右されにくく、長期で成長が可能

→長期的な高パフォーマンスが期待できる！

※上記は当ファンドの投資戦略の理解を深めていただくためのイメージ図です。全てのケースに当てはまるものではなく、当ファンドの将来の結果をお約束するものではありません。

市場平均と異なるリターン特性になる傾向がある

確信度の高い銘柄に絞り込んで投資
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ポイント2　厳選した銘柄に集中投資

「特化型」とは？
公募投信は、投資信託財産の純資産総額に対して株式1銘柄当たり10％
以上保有することはできないが、特化型ファンドは株式1銘柄当たり35％
まで保有することが可能

→徹底した調査に基づいた確信度の高い
銘柄群に絞り込んだ投資が可能！

スパークスの誇る企業調査能力を最大限発揮し、
“厳選投資”のポートフォリオを構築！

※上図の「上場企業」は2022年9月末日現在における時価総額5,000億円以上の日本の上場企業です。※年率リターンは計算期間における年率（1年換算）の収益
率、年率リスクは計算期間における年率リターン（1年換算）の変動度合いを示しています。※上図は計算期間における銘柄別の個別銘柄要因等の日次騰落率を
もとに計算しています。また、当ファンドの保有銘柄は2008年3月28日以降に上場した4銘柄を除く23銘柄を表示しています。※上図は当ファンドの基準価額騰落率
をもとに計算しています（従って実際の投資家利回りとは異なります）。※当該実績は過去のものであり、将来の運用成果等をお約束するものではありません。
出所：スパークス・アセット・マネジメント、FactSet Pacific Inc.

ポイント3　高度に分散されたポートフォリオ

設定日（2008年3月28日）～2022年9月30日
組入銘柄の年率リスク・リターンの分布

銘柄を高度に分散することで、厳選投資は
TOPIX（2,000銘柄以上に分散）
よりも低リスク高リターンを実現！

厳選投資はリスクが高い？
⇒ビジネスの性格を高度に分散すれば、10銘柄程度で
あっても分散効果は十分に発揮されると考える！

販売補助資料
2023年4月

【投資銘柄例】

市販目薬などグローバルにビジネス
を展開。特に中国を始めとしたアジア
に強固なプレゼンスを持つ。

ロート製薬
FAセンサなど検出・計測制御機器
の大手企業。世界中に拠点を持ち、
全世界に多くの顧客を抱える。
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当資料は販売補助資料としてスパークス・アセット・マネジメント株式会社（以下当社）が作成したものであり、金融商品取引法に基づく開示書類ではあり
ません。当ファンドの取得のお申込を行う場合には、投資信託説明書（交付目論見書）および目論見書補完書面をお渡ししますので、必ずお受け取りの上
詳細をご確認いただき、ご自身でご判断ください。当ファンドは値動きのある有価証券に投資しますので、基準価額は変動します。従って、元本が保証され
ているものではなく、組入れた有価証券の価格が下落する場合や、基準価額の下落により、損失を被り、投資元本を割り込む場合もあります。また、これら
の運用による損益は全て受益者の皆様に帰属します。投資信託は預貯金・金融債または保険商品ではなく、預金保険や保険契約者保護機構の保護の対象
ではありません。また、証券会社で購入した場合を除き、投資者保護基金の規定に基づく支払いの対象ではありません。当資料の正確性や完全性について
当社が保証するものではありません。また記載内容は予告なく訂正が行われることがあります。当資料は目的によらず、当社の許可なしに複製・複写を
することを禁じます。当ファンドに関する投資信託説明書（交付目論見書）のご請求、お問合せは販売会社まで。

当ファンドは、主として国内の株式などの値動きのある有価証券に投資しますので、ファンドの基準価額は変動します。
従って、投資者の皆さまの投資元金は保証されているものではなく、基準価額の下落により、損失を被り、投資元金を割り込むことが
あります。ファンドの運用による損益はすべて投資者の皆さまに帰属します。また、投資信託は預貯金と異なります。
基準価額の主な変動要因は、次の通りです。
●株価変動リスク　●集中投資のリスク　●信用リスク　●その他の留意事項（システムリスク・市場リスクなどに関する事項）
※基準価額の変動要因（投資リスク）は、上記に限定されるものではありません。

■基準価額の変動要因

※当該手数料等の合計額については、ファンドの購入金額や保有期間等に応じて異なりますので、あらかじめ表示することができません。

購入申込受付日の基準価額に3.3％（税抜3.0％）を上限として販売会社が定める手数料率を
乗じて得た額とします。※詳しくは販売会社までお問い合わせください。
購入時手数料は、商品の説明、販売の事務等の対価として販売会社が受け取るものです。

監査費用、印刷費用などの諸費用は、ファンドの純資産総額に対して年率0.11％（税抜0.10％）を上限と
する額がファンドの計算期間を通じて毎日計上され、ファンドの基準価額に反映されます。なお、毎計算
期間の最初の6ヶ月終了日および毎計算期末または信託終了の時に、信託財産から支払われます。
※監査費用：ファンドの監査人に対する報酬および費用
印刷費用：有価証券届出書、目論見書、運用報告書等の作成、印刷および提出等に係る費用

組入有価証券の売買委託手数料、信託事務の諸費用等は、その都度信託財産から支払われます。
これらの費用は運用状況等により変動するため、事前に料率・上限額等を示すことができません。
※組入有価証券の売買委託手数料：有価証券の売買の際、売買仲介人に支払う手数料
信託事務の諸費用：投資信託財産に関する租税、信託事務の処理に要する諸費用および受託

会社の立替えた立替金の利息

換金申込受付日の基準価額に対して0.3％の率を乗じて得た額をご負担いただきます。

日々の信託財産の純資産総額に対して年率1.804％（税抜1.64％）を乗じて得た額とします。
〔委託会社0.99％（税抜0.90％）、販売会社0.77％（税抜0.70％）、受託会社0.044％（税抜0.04％） 〕
運用管理費用（信託報酬）は、ファンドの計算期間を通じて毎日計上され、ファンドの基準価額に
反映されます。なお、毎計算期間の最初の6ヶ月終了日および毎計算期末または信託終了の時
に、信託財産から支払われます。
運用管理費用（信託報酬）＝運用期間中の基準価額×信託報酬率
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手数料

投資者が直接的に負担する費用

投資者が信託財産で間接的に負担する費用

■ ファンドの費用

東証株価指数（TOPIX）は、日本の株式市場を広範に網羅するとともに、投資対象としての機能性を有するマーケット・ベンチマーク
です。TOPIXは、株式会社ＪＰＸ総研又は株式会社ＪＰＸ総研の関連会社（以下「ＪＰＸ」といいます。）の知的財産であり、ＪＰＸはTOPIXの
算出もしくは公表の方法の変更、TOPIXの算出もしくは公表の停止またはTOPIXの商標の変更もしくは使用の停止を行う権利を
有しています。

■指数に関して

お申込みの際は投資信託説明書（交付目論見書）を必ずご覧ください。

商 号 等 : スパークス・アセット・マネジメント株式会社
 金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第346号

加入協会 : 日本証券業協会、一般社団法人投資信託協会
一般社団法人日本投資顧問業協会
一般社団法人第二種金融商品取引業協会

■設定、運用は■投資信託説明書（交付目論見書）のご請求、お申込みは


